
生さ万回さ乃の 多様化への対応 

高齢者、 女性、 障害者など、 様々な方々の 多様な生き方・ 働き方に対応でき 
る 制度となるよ う 、 高齢者の就業と 年金、 女性と年金、 年金制度における 次世 
代 育成支援、 障害年金の改善などについて、 所要の措置を 行います。   
女性と年金をめぐる 課題 

期間についての 厚生年金の分割を 受けることができることとします。 

0  施行日 ( 平成「 9 年 4 月 ) 以降に成立した 離婚を対象としますが、 施行 

分割できることとします。 
①夫婦が離婚した 場合 ( 離婚時分割の 際、 第 3 号被保険者期間は 、 

[ 離婚した場合の 厚生年金の分割のイメージ ] 
  平成 ?0 年 4 月後 

扶養者 ( 主に夫 ) 第 2 号被保険者期間 

  被扶養配偶者 ( 主に妻 ) 
第 2 号被保険者期間 

八結婚 

  
2 分の「を 
分割   

ノ 

第 3 号被保険者期間 A 離婚 

Ⅰ   一 
平成 9Q 年 4 月以降の第 3 号被保険者期間以外の 期間 平成 ?0 年 4 月以降の第 3 号被保険者期間       
～夫婦合計の 半分を限度として 分割 +2 分の コ に公害 ll 
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[ 遺族年金の見直し ]( 平成 19 年 4 月実施 ) 
0  自分自身が納めた 保険料をできるだけ 年金額に反映させるため、 
自らの老齢厚生年金を 全額受給した 上で、 現行水準との 差額を 
遺族厚生年金として 支給する仕組みとします。 
0 子どものいない 30 歳未満の遺族配偶者への 給付を 5 年間の有期 給 
付とします。 また、 中高齢寡婦加算の 支給対象を夫死亡時等 40 歳 

  
以上とします。 

  

 
 

く 見直しのイメージ 図ノ 

T  妻 自身の老齢厚生年金 ( ア ) は全額支給します。 

②現行の遺族に 対する年金給付の 水準 ( イ ) を ( ア ) と比較し 、 ( ア ) の方が少額の 場合は差額を 遺族厚生年金として 

支給します。 

[ 妻の老齢厚生年金は 3. 9 万円、 夫の老齢厚生年金は「 0  2 万円の場合 ] 回     一 
老齢厚生年金 

(@0. 四 

老齢 厨楚 年金 

  4@1--@ 一 
  ㏄ 砂   

[ 夫 ] [ 妻 ] 

  次世代育成支援   

  

 
 
 
 
 
 

遺
族
厚
生
年
金
 

(
7
.
7
)
 

  '""   。 。   " 戸 
雙 " 愛 " 

    

    

[ 次世代育成支援の 拡充 ]( 平成 17 年 4 月実施 ) 
0 育児休業中の 保険料免除措置の 対象を「 歳 未満から 3 歳未満 へ 
拡充します。 ( 育児休業法上の 育児休業に準ずる 休業も含みます。 ) 
0 子どもが 3 歳までの間、 勤務時間短縮等の 措置を受けて 働き、 標準 
報酬が低下した 場合、 子どもが生まれる 前の標準報酬で 年金額を 
算定する仕組みを 高射 す ます。 
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[[[[1[ Ⅹ イ 高齢者の就業と 年金をめぐる 課題 

[60 歳台前半の在職老齢年金制度の 改善 ]( 平成 17 年 4 月実施 ) 

るため、 在職中の老齢厚生年金一律 2 割支給停止の 仕組みを 廃 

[65 歳以降の老齢厚生年金の 繰 下 制度の 4 人 ]( 平成 19 年 4 月実施 ) 

[70 歳以上の被用者の 老齢厚生年金の 給付調整 ]( 平成 19 年 4 月実施 ) 
0  世代間・世代内の 公平を図るため、 70 歳以上の被用者の 老齢厚生 

年金については、 60 歳台後半の被用者と 同様の給付調整の 仕組み 

[70 歳以上の老齢厚生年金の 給付調整 ] 
給与が 2 増える毎に年金 ; 

; 賃金十基礎年金十厚生年金 

賃金 

Ⅹこの仕組みでの 賃金は、 ボーナス込みの 月収 

 
 
2
 



  
  障害年金の改善 l 

  

[ 障害基礎年金と 老齢厚生年金の 併給 ]( 平成 18 年 4 月実施 ) 
0  障害を持ちながら 働いたことが 評価される仕組みとするため、 障害基礎 年 

金 と老齢厚生年金の 組み合わせの 選択を可能とします。 

[ 障害基礎年金等の 保険料納付要件の 特例措置の延長 ] 0 平成 18 年 4 月実施 ) 
0  障害発生等の 1 年前に未納がな い 場合でも障害基礎年金等の 受給を可 

能 とする特例措置を、 10 年間延長します。 
Ⅹ本来は、 被保険者期間の 3 分の 2 以上の期間、 保険料を納付していること 等が必要。 

  

          ( 規イ〒 帝 l] 度 )  
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老齢厚生年金 ; 

障害基礎年金 ; 
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～第 3 号被保険者の 届出をし忘れた 方へ～ 
今回の改正では、 平成㍗年せ万力， 6% 劇的な届出を 諾めること古し n 甘す 

O  過去、 被保険者の区分が 変わって第 3 号被保険者となっているのに、 届出を忘れ 
てしまっている 方もおられます。 

0  届出を忘れてしまうと、 気づ い て届け出ても、 2 年前まではさかのぼって 第 3 号被保 
険者の期間となりますが、 それ以前の期間は、 「保険料を未納している」のと 同じ 
取扱いになります。 
気 づかないまま 何年も暮らしていると、 将来年金をもらう 時になって 、 思いの覚 年 
金額が低い、 ということになりかねません。 

0  そこで、 今回の改正では、 平成 17 年 4 月から、 届出を忘れてしまった 方に、 特例的 
に 届出をしていただくことができるようにしています。 

地域の社会保険事務所に 届け出ていただければ、 2 年前以前の期間も 第 3 号被 
保険者期間として 取扱い、 将来その分の 基礎年金を受け 取ることができるよ う にし 
ています。 ( まだ年金をもらっていない 方も 、 既に年金をもらっている 方も、 いずれも 
対象としています。 ) 

  
O
 O

 

～短時間労働者の 厚生年金適用について ～ 

0  現在は、 労働時間が通常の 労働時間の 3/4 未満であ る短時間 ( パート ) 労働者は、 
厚生年金の適用対象となりません。 
将来の被用者としての 年金保障を充実させる 観点、 雇用する側とされる 倒 けずれ 
にも中立的な 仕組みとする 観点などから、 短時間 ( パート ) 労働者に対して 厚生年 
金適用を拡大することは、 意義のあ ることです。 
しかしながら、 厚生年金適用の 拡大は、 短期的には企業や 短時間労働者自身の 
負担増になりますので、 社会経済の状況等も 十分考慮して 検討する必要があ ります。 
そこで、 今回の改正では、 以下のような 検討規定を設けています。 

国民年金法 等 の一部を改正する 法律 附則第 3 条第 3 項 

短時間労働者に 対する厚生年金保険法の 適用については、 就業形態の多様化 
の進展を踏まえ、 被用者としての 年金保障を充実する 観点及び企業間における 
負担の公平を 図る観点から、 社会経済の状況、 短時間労働者が 多く就業する 企 
業への影響、 事務手続の効率性、 短時間労働者の 意識、 就業の実態及び 雇用へ 
の影響並びに 他の社会保障制度及び 雇用に関する 施策その他の 施策との整合性 
に 配慮しっ っ 、 企業及び被用者の 雇用形態の選択にできる 限り中立的な 仕組み 
となるよ う 、 この法律の施行後五年を 目途として、 総合的に検討が 加えられ、 
その結果に基づき、 必要な措置が 講ぜられるものとする。 
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自営業きなど 1 こ 係る保 は料 ( 国民年まぼほ 料 ) の 収 

料 ( 国民年金保険料 ) の納付率を平成「 9 年度に 
こ 向けて、 多段階免除の 仕組み、 若年者に対する 
制度的な対応を 行います。 

  

0  自営業者などに 係る保険料 ( 国民年金保険料 ) の納付率は、 平成 15  i 
芋嵐 ま 63.4%( 現年度分 ) 。 特に、 20 歳台では 50%/0 を割り込んでいます。 i 
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8 年度 9 羊皮 ]0 年度 ]] 羊皮 ]2 羊皮 ]3 羊皮 ]4 羊皮 ]B 年度 

収納対策のための 制度的対応 づ 収納対策の一覧は、 38 ぺ ー ジに記載 

免除制度を導入します ( 現 

0 現在は、 失業等で低所得の 
同居しているとき @ ま 、 保険料免除の 対象となりません。 

Ⅹ法律事項としては、 上記以外に保険料免除申請の 遡及 ( 平成 17 年 4 月実施 ) 、 
所得情報の取得 ( 平成「 6 年 10 月実施 ) を実施 
Ⅹ法律事項以外にも、 地域に根ざした 同業者団体等を 納付受託機関として 活用         
するなど、 様々な施策を 実施   



若い人にち年金について 分かりやすく 情報を提供 

@ 固   

  

0 現役世代、 特に若 い 世代の年金制度に 対する理解を 深めるため 
には、 若い頃 から将来の年金給付を 実感できるわかりやすい 仕組 
みが必要です。 

0 こうした観点から、 被保険者に保険料納付実績や 年金見 込額と 
いった年金個人情報の 定期的な通知を 行うこととします。 

険 表示する仕組み ( 年金個人 
      

  保険料を納めた 実績を r ポイント」として 点数化し実績が 積み上がっていくこと 
を 分かりやすく 示す方法です．年金見 込 額の情報も提供することとしています 

  年金額 は 、 保険料納付実績に 対応しますので、 r ボ インⅡが増えていけば   将来 
もらえる年金額も 増えていくことを、 分かりやすくご 理解いたたけるものと   思います   目 
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Ⅹ 年金に関する 個人情報の提供の 現在の取組 
①社会保険事務所では、 年金の加入状況や 見込 額 たっけて照会を 受け付け、 回 
答を行っています。 ( 加入状況については 全年齢、 見込額 は ついては 55 歳以上 
の方が対象です。 ) 
②年金の見 込 額の照会については、 電話やインターネットからも 受け付け、 後日文 
書 で回答しています。 
③年金の加入状況や 見込額の照会について、 平成「 6 年度中には、 本人確認を厳 
格 に行いつつ、 インターネットによる 回答を始めることとしています。 
④受給資格を 満たしている 58 歳になられた 方については、 年金加入記録を 通知し 
ます。 希望されれば、 年金の見 込 額を試算してお 伝えします。 
なお、 ①②③の年金見 込額 試算の対象年齢を 現在の 55 歳から 50 歳に引き下げる 
こととしています。 ( 平成「 7 年度実施予定 ) 
このぼ か 社会保険庁のホームページでは、 自分で年金加入期間等を 人力すること 
により、 年金の簡単な 額 試算を行 う ことができます。 
Ⅹインターネットによる 個人の年金見 込 額の試算の申し 込みや、 簡易試算は、 社会 
保険 庁の ホームページ 中 「年金見 込額 試算」のぺ ー ジでご利用いただけます。 

                        s 旧 ・ 90.@lp/sodan/nenkln/slmulate Ⅱ ndex.htm   
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